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 ○ 所管事項の報告について 

１ 八戸市復興産業集積区域における固定資産税の特別措置に関する

条例の一部を改正する条例の制定に係る専決処分について 

２ 新産業団地基本設計の概要と団地名称について 

３ 誘致認定について 

４ 鯨体処理場開設に係る同意書の提出について 

５ 八戸市自動車乗車運賃等条例の一部改正（案）の概要について 

 

 

 

 

 

日時 令和元年５月 22日(水) 

   午前 10時 

場所 第２委員会室 



（平成31年4月1日現在）
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八 戸 市 行 政 組 織 機 構 図 平成31年4月1日

総 合 政 策 部 政策推進課 政策推進Ｇ　広域連携Ｇ　震災復興推進室
市民連携推進課 市民協働Ｇ　地域連携Ｇ　男女共同参画Ｇ　国際交流Ｇ

まちづくり文化推進室 まちづくり支援Ｇ　文化推進Ｇ　中心市街地活性化Ｇ
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スポーツ振興課 スポーツ振興Ｇ
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新美術館建設推進室 学芸Ｇ　建設推進Ｇ
八戸ポータルミュージアム 企画運営Ｇ　総務経営Ｇ

（内閣府派遣）（地域活性化センター派遣）
情報システム課 ＩＴ推進Ｇ　電算処理Ｇ

行政管理課 行政改革Ｇ　管財Ｇ　庁舎管理Ｇ
総 務 部 秘書課 秘書Ｇ
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田
名
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財 政 部 住民税課 法人諸税Ｇ　個人住民税Ｇ
資産税課 管理償却Ｇ　土地Ｇ　家屋Ｇ

産業労政課 企業誘致推進Ｇ　雇用支援対策Ｇ　新産業団地開発室
東京事務所　（新産事業団）　（トヨタ自動車派遣）

観光課 企画Ｇ　施設Ｇ　（ＶＩＳＩＴはちのへ派遣）
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市

長

水産事務所 漁業振興Ｇ　流通加工振興Ｇ

福祉政策課 福祉政策Ｇ　指導監査Ｇ　プレミアム付商品券室

農政課 農政Ｇ　農地Ｇ
農 林 水 産 部 農林畜産課 農畜産Ｇ　農林環境Ｇ
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福　　祉　　部
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こども未来課 企画育成Ｇ　認可監査Ｇ
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介護保険課 管理Ｇ　保険料Ｇ　認定給付Ｇ　介護事業者Ｇ
健 康 部 総合保健センター推進室

高等看護学院

子育て支援課 家庭支援Ｇ　子育て給付Ｇ
高齢福祉課 高齢福祉Ｇ　地域包括支援センター
障がい福祉課 障がい福祉Ｇ　自立支援Ｇ

大

平

市民課 管理Ｇ　窓口Ｇ　住民記録Ｇ　戸籍Ｇ
市 民 防 災 部 是川市民サービスセンター　八戸駅市民サービスセンター

保健所
保健総務課 総務企画Ｇ　医事薬事Ｇ

副

市

長

健康づくり推進課 健康推進Ｇ　子育て世代包括支援Ｇ　母子保健Ｇ　成人保健Ｇ
保健予防課 感染症対策Ｇ　保健福祉Ｇ

市川市民サービスセンター　館市民サービスセンター
豊崎市民サービスセンター　大館市民サービスセンター
下長市民サービスセンター　南浜市民サービスセンター
白銀市民サービスセンター

防災危機管理課 防災危機管理Ｇ

衛生課 生活衛生Ｇ　食品衛生Ｇ

津波防災センター
くらし交通安全課 消費生活相談Ｇ　防犯交通安全Ｇ

環境政策課 環境政策推進Ｇ　資源リサイクルＧ
環　 境　 部 環境保全課 調査指導Ｇ　廃棄物対策Ｇ

清掃事務所 管理Ｇ　収集Ｇ

下水道施設課 管路維持Ｇ　水質検査Ｇ　施設管理Ｇ

下水道業務課 管理Ｇ　料金Ｇ　水洗化普及Ｇ
下水道建設課 計画調査Ｇ　整備第一Ｇ　整備第二Ｇ　整備第三Ｇ



港湾河川課 管理Ｇ　河川水路Ｇ
道路建設課 管理Ｇ　用地対策Ｇ　整備Ｇ　新大橋建設推進室

建築住宅課 建築第一Ｇ　建築第二Ｇ　設備Ｇ　住宅Ｇ

都市政策課 都市計画Ｇ　交通政策Ｇ

（病院事業）

病院事業管理者 市 民 病 院 事務局
管理課 総務Ｇ　医療経営戦略室

都 市 整 備 部 駅西区画整理事業所 計画換地Ｇ　補償Ｇ　工事Ｇ
公園緑地課 管理緑化Ｇ　公園整備Ｇ
建築指導課 開発指導Ｇ　建築指導Ｇ　建築審査Ｇ

会 計 管 理 者 出納室 出納Ｇ　審査Ｇ

区画整理課 区画整理Ｇ

道路維持課 管理Ｇ　道路占用Ｇ　地籍調査Ｇ　維持第一Ｇ　維持第二Ｇ

道路管理事務所
南郷道路管理事務所

周産期センター
新生児集中治療センター
化学療法センター
薬局
看護局
臨床研修センター

物流施設課 物流Ｇ　施設Ｇ
医事課 医事Ｇ　医療情報管理Ｇ　電算Ｇ

診療局
救命救急センター

教育委員会 事務局(教育部) 教育総務課 総務企画Ｇ　学校財務Ｇ　学校施設Ｇ

地域医療連携室 地域連携Ｇ　退院支援Ｇ　がん総合支援Ｇ
医療安全管理室

（自動車運送事業）

交 通 部 運輸管理課 管理Ｇ　経理Ｇ　営業Ｇ　旭ヶ丘営業所

勤労青少年ホーム
社会教育課 社会教育Ｇ　文化財Ｇ

地区公民館（23館・瑞豊館・南郷公民館分館含む）
是川縄文館 縄文の里整備推進Ｇ　埋蔵文化財Ｇ

学校教育課 学務Ｇ　経営支援Ｇ　学校給食Ｇ
北地区給食センター
東地区給食センター
西地区給食センター

教育指導課 実践支援Ｇ　青少年Ｇ

事 務 局 庶務課 庶務Ｇ
議事課

総合教育センター 研修Ｇ
こども支援センター こども支援Ｇ
図書館 業務Ｇ　歴史資料Ｇ

（総務部総務課職員併任）

監 査 委 員 事 務 局

固定資産評価審査委員会

（宮古市派遣）

議事Ｇ
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（農林水産部農政課職員併任）

選挙管理委員会 事 務 局

博物館
南郷歴史民俗資料館
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中学校(24校)
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八戸市復興産業集積区域における固定資産税の特別措置に関する条例 

の一部を改正する条例の制定に係る専決処分について 

 

１．理由 

  東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律（平成 23年

４月 27日法律第 29号）の一部改正に伴い、規定の整理をするため、地方自治法第

180条第１項の規定により専決処分するもの 

 

２．改正の内容 

 （１）概要 

   八戸市復興産業集積区域における固定資産税の特別措置に関する条例において

引用している同法の条項ずれを改めるもの（第 2 条） 

 

 （２）施行期日 

公布日 

 

３．処分予定時期  

 令和元年 5 月下旬 
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令和元年 5 月 22 日 

商工労働観光部商工課 
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  新産業団地基本設計の概要と団地名称について 

 

 

１．基本設計の目的 

基本計画に基づき、現況測量の結果を反映した土地利用計画を作成し、分譲地、

道路、公園、緑地、調整池等の検討、年次計画、概算工事費の算出等を行うもの。 

 

 

２．土地利用計画 

種別 H30基本設計 (参考)H29基本計画 

土

地

利

用 

分譲地 24.25ha 20.90ha 

道路 13.19ha 10.31ha 

公園  2.99ha  9.14ha 

緑地  6.02ha  6.60ha 

調整池  2.47ha  1.95ha 

計 48.92ha 48.90ha 

造成計画高 標高 56m～77m 標高 65m～75m 

 

               

３．分譲地計画 

区画面積 新産業団地 (参考)八戸インター工業団地 

1ha超   4区画(16%) ※1ha～2ha 19区画(26%) ※1～14ha 

0.5～1ha程度 17区画(65%) 23区画(32%) 

0.5ha程度  5区画(19%) 30区画(42%) 

計 26区画(100%) 72区画(100%) 

 

 

４．道路計画 

区分 車道 歩道 路肩 全幅員 備考 

幹線 3.0m×2 2.0m×2 1.0m×2 12.0m 一部片側歩道 

区画道路 

(一般部) 
2.75m×2 － 0.75m×2 7.0m 歩道なし 

区画道路 

(公園連絡部) 
2.75m×2 2.0m×1 0.75m×2 9.0m 片側歩道 

 

 

 

経 済 協 議 会 資 料 

令和元年 5 月 22 日 

商工労働観光部 産業労政課 
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５．公園･緑地計画 

名称(仮) 面積 備考 

公

園 

1号公園 2.44ha 平地 0.72ha(広場 0.4ha)、傾斜地 1.72ha 

2号公園 0.55ha 平地 0.55ha(広場 0.3ha) 

緑地 6.02ha 園路設置 

 

 

６．調整池計画 

区分 備考 

総貯水容量 125,000㎥ 
開発地の地形を利用したダム形状とし、発生土を

利用して施工 

堤高 11ｍ  

面積 23,400㎡ 堤体天端の面積 

   ※今後、地質調査の結果により詳細な設計を行う。 

 

 

７．年次計画 

年度 業務内容 

2019年度(令和元年度) 実施設計、用地買収、法規制協議 

2020年度(令和２年度) 用地買収、工事（幹線道路、調整池等） 

2021年度(令和３年度) 工事（南側区域） 

2022年度(令和４年度) 工事（北側区域） 

2023年度(令和５年度) 分譲開始 

※現時点での最短のスケジュールであり、今後の検討結果等によっては変更の 

可能性がある。 

 

 

８．概算事業費                         (単位：千円) 

区分 H30基本設計 (参考)H29基本計画 

団地造成費 5,337,000 5,426,000 

道路･公園･調整池等整備費 2,121,000 2,964,000 

調査設計費等 706,000 543,000 

総事業費 8,164,000 8,933,000 

   ※実施設計で、より詳細な事業費を算出する。 

 

 

９．新産業団地の名称 

  八戸北インターチェンジへのアクセスの良さ、既存八戸北インター工業団地との

近接性を踏まえ｢八戸北インター第２工業団地｣とする。 





 

 

 

 

 

誘致認定について 

 

平成31年４月23日付けで、株式会社LEAPと事業所開設に係る基本協定を締結し、

誘致企業に認定しました。 

 

１ 会社の概要 

(1) 

(2) 

名 称 

本社所在地 

株式会社LEAP 

東京都新宿区新宿一丁目23番1号 新宿マルネビル２階 

(3) 代 表 者 代表取締役 松山 純輝（八戸市出身） 

(4) 設立年月日 平成29年12月１日 

(5) 資 本 金 600万円 

(6) 従 業 員 数 20名（平成31年４月末現在） 

(7) 事 業 内 容 人材マッチング支援事業 

 ・求人企業に対する採用戦略立案 

 ・求職者に対する就業支援サービス提供 

 

２ 立地の概要 

(1) 事 業 所 名 株式会社LEAP 八戸事業所 

(2) 所 在 地 八戸市江陽五丁目15番12号 

(3) 開設年月日 令和元年５月13日 

(4) 従 業 員 数 ５名（予定） 

(5) 事 業 内 容 就職活動に係る情報提供サービス業務 

(就職活動者向けポータルサイト「smart就活」に掲載

する記事の作成、編集等) 
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令 和 元 年 ５ 月 2 2 日 

商工労働観光部  産業労政課 



 

鯨体処理場開設に係る同意書の提出について 

 

 

１ 経緯 

○ 国は、昨年１２月に国際捕鯨委員会に対して同委員会からの脱退を通告し、本年７月から

約３０年振りに排他的経済水域内での商業捕鯨が再開されることとなった。 

○ 八戸沖では、平成２９年度から「新 北西太平洋 鯨類科学調査」において太平洋沿岸域を

幅広く調査することを目的として、北海道釧路沖と石巻市鮎川沖に加えて調査が行われて

きたが、本年の６月を持って鯨類科学調査は終了し、商業捕鯨に移行する。 

○ 今回、商業捕鯨に移行するにあたり、鯨体処理場の開設に係る地方自治体の同意が必要と

なっており、事業実施主体となる民間の捕鯨会社から市に対して同意の依頼があったもの

である。 

 

２ 対応状況 

○ 同意に当たり、水産関係機関などに説明と意見聴取を実施したところ、関係機関からは反

対意見はなく了承を得た。 

○ 主な説明内容は下記のとおりである。 

１．処理場は「八戸市大字白銀町字昭和町地内（鯨類科学調査の鯨体調査所と同じ）」に設

置する。 

２．処理場の開設および運営にあたっては、関係法令の他、青森県や八戸市の定めた条例、

規則等を遵守するものとする。特に鯨体の運搬、処理に関しては鯨の血や油を含む汚

水の具体的な処理ならびに異臭対策などについては、捕鯨会社が責任を持って行う。 

３．当該処理場に関連した問題などが生じた場合には、市と捕鯨会社が協議の上、捕鯨会

社が責任を持って問題の解決にあたる。 

４．上記内容以外の事項について疑義が生じたときは、市および捕鯨会社が協議の上、解

決するものとする。 
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令 和 元 年 ５ 月 ２ ２ 日 

農林水産部 水産事務所 



 

 

八戸市自動車乗車運賃等条例の一部改正（案）の概要について 

 

１ 改正の理由 

  片道普通旅客運賃の最低額の改定をするとともに、その他所要の改正をするためのものであ

る。 

 

２ 改正の内容 

区分 改定後 改定前 

片道普通旅客運賃の最低額 
１７０円 

（小児９０円） 

１５０円 

（小児８０円） 

 

 〈市内路線バス上限運賃〉 

  初乗り運賃 170円、50円刻み、上限 320円 

新運賃 170円 220円 270円 320円 

旧運賃 150円 200円 250円 300円 

 

３ 施行期日 

 令和元年１０月１日 

 

経 済 協議 会資 料  

令和元年５月２２日 

交通部運輸管理課 





常任委員会の所管事項について 

 

 

１ 総務常任委員会 

⑴ 総合政策部（他の常任委員会の所管に関する事項を除く。）、まちづくり文

化スポーツ部、総務部、財政部、議会、選挙管理委員会、監査委員及び出納

室の所管に関する事項 

⑵ 教育委員会の所管に関する事項 

⑶ 他の常任委員会の所管に属しない事項 

 

２ 経済常任委員会 

⑴ 商工労働観光部及び農林水産部の所管に関する事項 

⑵ 交通部の所管に関する事項 

⑶ 農業委員会の所管に関する事項 

 

３ 民生常任委員会 

⑴ 福祉部、健康部及び市民防災部の所管に関する事項 

⑵ 市民病院の所管に関する事項 

⑶ 消防に関する事項 

 

４ 建設常任委員会 

・ 環境部、建設部及び都市整備部の所管に関する事項 


	経済協議会協議事項



